
行政サービス実施コスト計算書
（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

単位：円

Ò 業務費用 1¶492¶338¶362

\ 損益計算書上の費用
研究業務費 1¶122¶457¶976

一般管理費 382¶657¶172

雑損 85¶886
EEEEEE

1¶505¶201¶034

] （控除)自己収入等
普及業務収入 －863¶212

受託収入 －6¶667¶213

シンポジウム収入 －2¶329¶500

財務収益 －17¶746

科学研究費間接費収入 －2¶385¶000

雑益 －600¶001
EEEEEE

－12¶862¶672
EEEEEE

Ó 引当外賞与見積額 －1¶935¶740

Ô 引当外退職手当増加見積額 －69¶672¶338

Õ 機会費用
国有財産無償使用の機会費用 126¶337¶400

EEEEEE
Ö 行政サービス実施コスト 1¶547¶067¶684
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附 属 明 細 書
固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細

単位：円

資産の種類 期 首
残 高

当 期
増加額

当 期
減少額

期 末
残 高

減価償却
累計額

差引当期
末残高 摘要当 期

償却額

有形固定
資産
（償却費
損益内）

建 物 16¶693¶328 0 016¶693¶328 5¶353¶536 1¶001¶59911¶339¶792

工具器
具備品

18¶321¶420 905¶383 019¶226¶80316¶544¶523 1¶350¶395 2¶682¶280

計 35¶014¶748 905¶383 035¶920¶13121¶898¶059 2¶351¶99414¶022¶072

有形固定
資産合計

建 物 16¶693¶328 0 016¶693¶328 5¶353¶536 1¶001¶59911¶339¶792

工具器
具備品

18¶321¶420 905¶383 019¶226¶80316¶544¶523 1¶350¶395 2¶682¶280

計 35¶014¶748 905¶383 035¶920¶13121¶898¶059 2¶351¶99414¶022¶072

無形固定
資産

ソフト
ウェア

13¶498¶141 013¶498¶14110¶240¶552 2¶554¶476 3¶257¶589

計 13¶498¶141 013¶498¶14110¶240¶552 2¶554¶476 3¶257¶589
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注 記
重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準を
採用しております。

２．減価償却費の会計処理方法
有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15年 工具器具備品 ４年～８年 ソフトウェア ５年
なお、有形固定資産の残存価額については、従来の「取得価額の１割」という考え方から次の
方法に変更しております。
\ 平成19年４月以降取得した有形固定資産については、残存価額を廃止し、耐用年数経過時に
備忘価額１円まで償却する。

] 平成19年３月以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額（取得価額の95％）
まで償却した上で、その年度の翌年度以降５年間で備忘価額１円まで均等償却する。

３．賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法
職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準第

87第２項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。
４．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法

職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上してお
りません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職金
要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品は、最終仕入原価法を採用しております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。

７．消費税等の会計処理
税込方式を採用しております。

貸借対照表注記
１．期末における賞与見積額は、30¶768¶781円であります。
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、387¶211¶142円であります。
キャッシュフロー計算書注記
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 350¶960¶145
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円

資金期末残高 350¶960¶145
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円

２．人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。
行政サービス実施コスト計算書注記
１．国有財産無償使用の機会費用

国有財産の無償使用面積は、1¶578•50flであります。
1¶578•5fl÷3•3fl×22¶010円×12ヶ月＝126¶337¶400円
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